
理学療法への参加行動促進のための応用行動分析学的介入

コンプライアンスが不良であった虚弱高齢患者での検討

山 裕司 ），長谷川輝美 ）

要 旨

本研究では理学療法に対するコンプライアンスが不良であった患者に対して応用行動分析学的介入を行い，

その効果について検討した．対象は長期臥床後に著しい廃用性変化を呈した虚弱高齢患者である．介入前，患

者の理学療法への参加率は ％前後であった．介入では，まず筋力増強訓練，座位訓練行動を定着させるため

に先行刺激として明確な事実の教示とポジティブルールを設定した．後続刺激としては，嫌悪刺激の除去と正

の強化刺激の整備を実施した．介入後，理学療法への参加率はすみやかに ％となった． 週間の介入によっ

て著しい筋力・歩行能力の改善を認め，筋肉痛や膝関節痛の出現にもかかわらず，理学療法への参加行動は維

持された．

以上のことから，本症例に対する応用行動分析学的介入は理学療法への参加行動を定着させる上で有効なも

のと考えられた．

動機づけ，行動分析学，筋力増強訓練
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はじめに

長期臥床に伴って生じる廃用症候群の予防改善を

図る上で，早期離床，運動療法の有効性は疑う余地

がない．しかし，関節可動域制限，筋力低下，全身

持久力の低下などの廃用症候群はいずれも労作時に

おける関節痛や息切れ感，疲労感を増悪させるため，

高齢患者においては，これらの症状を避けるために，

さらに臥床を続けてしまうといった悪循環に陥り易

い．このような場合，我々理学療法士は患者の「や

る気のなさ」「意欲のなさ」を問題とするが，患者

の内面に注目しても「強く注意すること」以外に解

決方法が見出されないことが多い．応用行動分析学

は，個人の性格や心の内面の問題には着目せず，患

者を取り巻く環境要因を変化させることで行動の問

題に対応していこうとする学問であり，本邦のリハ

ビリテーション現場においても行動問題の具体的解

決方法として実効を挙げてきている ）．本研究で

は，理学療法に拒否的であった虚弱高齢患者に対し



て，理学療法への参加行動の定着を目的とした応用

行動分析学的介入を行い，その効果についてシング

ルケースデザインを用いて検討した．

方法

．事 例

歳女性，診断名は直腸癌．直腸癌術後，腸穿孔

を合併．腸穿孔術後，敗血症，呼吸不全を併発し，

約 週間の人工呼吸器管理が実施された．人工呼吸

器離脱後も全身状態は不安定で， ヶ月間の長期臥

床を要した．理学療法は病棟にて離床，関節可動域

の維持改善，筋力増強を目的として開始となった．

理学療法開始時状況 食事は中心静脈栄養と経管

栄養を併用．発声は可能だが，自発言語はほとんど

無く，コミュニケーションはとれなかった．排泄は

ストーマ設置，尿意はなくオムツ使用．移動は，拘

縮に起因する関節痛と極度の筋力低下によって全介

助の状態であった．リクライニング車椅子への乗車

時間は 分から 分程度であった．筋力は，徒手筋

力検査において足関節背屈筋 レベル，膝関節伸筋，

股関節周囲筋 レベル，肩関節屈筋 レベル，肘関

節屈筋 レベルであった．両股関節屈曲 度，右膝

関節伸展 度，両足関節背屈 度の拘縮を認めた．

看護師，理学療法士によって座位時間の延長と筋

力増強・関節拘縮の予防改善を目的とした自動介助

運動が実施されたが，コンプライアンスは不良で，

病棟におけるベッド上の自動介助運動さえも訓練機

会の約 ％を拒否していた．理学療法への参加を定

着させるため応用行動分析学的介入を開始すること

になった．

．介入手順

）ターゲット行動の明確化

目標行動は「理学療法への参加」である．座位保

持時間の確保と筋力増強・関節拘縮の予防改善を同

時に図るため，開始当初の理学療法は，車椅子座位

での上・下肢自動介助運動を理学療法の主体とし

た．

）嫌悪刺激の除去

関節痛を生じていた自動介助運動は，関節痛を生

じない範囲に止めるよう徹底し，理学療法中の疼痛

を極力回避した．

）先行刺激の整備

（ ）「事実」の教示 現在の筋力をハンドヘルド

ダイナモメーターによって客観的に評価し，歩

行のために必要な筋力に対してどの程度筋力が

不足しているかを示した．介入時点での症例の

下腿下垂位での等尺性膝伸展筋力は

で，体重比で であった．なお，歩行

に必要な筋力は先行研究 ）から 体重比で と

した．

（ ）「ルール」の教示 筋力増強訓練によって高

齢者の筋力がどの程度向上するのかについて説

明した．具体的には， 週間程度で効果は出現

し， 週間で ％以上の筋力増強効果がえら

れることを説明した．これらのデータは
）らの先行研究を参考とした．また，

関節運動によって関節痛が軽減すること，筋力

増強によって移動が楽になり，立位や歩行が可

能になることを示した．一回の座位時間の長さ

は本人の希望を優先させ，いつでもベッドに寝

てよいことをルールとして教示した．

（ ）座位時間は先行研究 ）から， 日 時間を

目標とし，本人に説明し，看護師サイドで座位

時間の増加を図った．

）後続刺激の整備

治療につながる行動を増やすため，以下のような

強化刺激が得られるように環境整備を行った．

（ ）座位訓練中や筋力増強運動中には医療スタッ

フや家族が注目し，賞賛した．

（ ）訓練前に筋力を評価し，グラフに筋力値をプ

ロットした．そして，筋力の増強が認められた

場合，家族や医療スタッフが賞賛した．

（ ）車椅子に乗車した場合，介助にて本人が好む

散歩を実施した．

（ ）歩行が可能になった後は，歩行距離の向上を

グラフにプロットした．そして，歩行距離の延

長が認められた場合，医療スタッフが賞賛した．
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（ ）散歩や賞賛などの強化刺激は移動能力や症状

改善などの行動内在型強化に移行させていくた

め，参加行動が定着した後は，徐々に漸減させ

ていった．

）評価方法

（ ）筋力評価 主要な抗重力筋の代表として膝伸

展筋力値を測定した．測定機器にはアニマ社製

を用いた．被検者に車椅子座位を

とらせ，体幹は にもたれさせた．検

者は，被検者の下腿遠位部前面にセンサーパッ

ドを当て，下腿下垂位にて約 秒間最大限に膝

を伸展するよう口頭指示した．左右の脚を 回

ずつ測定し，それぞれ最大値を等尺性膝伸展筋

力とした．

（ ）歩行距離の評価 車椅子をついて介助歩行が

可能になった後は，連続歩行が可能であった歩

数を記録した．次いで，介助無しでの歩行器歩

行が可能になった後には，歩行距離を測定し

た．

結果

図 には，膝伸展筋力と歩行量の推移について示

した．ベースライン期における膝伸展筋力は

であった．筋力トレーニングは，無負荷での

膝伸展運動から開始した．さらに上肢の支持を利用

して座面を高くした状態からの立ち上がり訓練を追

加し，徐々に座面を低くしていった．介入開始後，

筋力は順調に増加したが，大腿前面の筋肉痛が出現

した 週目には筋力は一時停滞した．約 週間のト

レーニング期間中に，右脚 ％，左脚 ％の筋力

増加を認めた．

介助歩行は 週目より開始となり，それ以降，順

調な歩行距離の増加を認めた．また， 週目からは，

歩行器による近位監視下の歩行が可能となった．介

入から ヶ月時点で再度の腹部外科手術が実施され

たが，最終的には ヶ月時点で，杖による の

連続歩行（近位監視）と手すりを利用した 足 段

での階段昇降（段差 ）が可能となった．

図 には，理学療法への参加率を示した．介入前

週間の理学療法への参加率は約 ％であった．介

入後参加率は向上し， 週目には ％になった．

その後，大腿部筋肉痛や膝関節痛が出現したにもか

かわらず，参加率は維持された．

その他のエピソードとして介入中に，筋力値のト

レンドをみながら「まだまだだね」，「だいぶ力が入

るようになってきた」などの自発的な会話の出現，

増加を認めた．また，病棟場面では，介入から 週

目で一部経口摂取が可能となり，最終的には全量を

経口にて摂取可能となった．

考察

長期臥床にともなう顕著な廃用性変化を認め，理

学療法に拒否的であった虚弱高齢患者に対して，理

学療法への参加行動の定着を目的とした応用行動分

析学的介入を行った．

行動分析学では，行動の生じる原因を，行動の周

囲の環境に求めていく．私たちの行動は，それが生
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図 膝伸展筋力と歩行能力の推移

図 理学療法プログラムへの参加状況の変化



じる際の周囲の環境によって影響を受ける．また，

行動した結果，環境からどのような応答がなされた

かによっても大きな影響を受ける．すなわち，「行

動のはじめに与えられた先行刺激（

）」と，「行動した結果与えられる後続刺激

（ ）」とが「行動（ ）」に

どのような影響を与えているかを分析することで，

その行動が何故増えていくのか，何故減っていくの

かを明らかにすることができる．このように行動が

引き起こされる原因を明らかにする作業を 分

析という（図 ）．そして，後続刺激によって行動

が増えていく場合を「強化」といい，その刺激のこ

とを「正の強化刺激」という．逆に，後続刺激によっ

て行動が減っていく場合は「弱化」という．「弱化」

には，行動しても身体や環境からのポジティブな変

化が得られない場合（「消去」）と，「嫌悪刺激」が

与えられる場合とがある ）．

本症例に介入するに当たって，理学療法を拒否し

ていた背景について， 分析を行った（図 ）．

先行刺激について見た場合，理学療法士から座位お

よび筋力増強の重要性については説明がなされてい

たものの，どの程度筋力が低下しているのか，どの

程度の座位時間が必要なのか，などが明確になって

いなかった．通常，先行刺激としてのルールはその

条件が明確に規定されていなければ効果が減弱する

ため ），この点から介入以前に本症例に与えられ

てきた先行刺激は不適切であったと考えられた．

後続刺激については，関節可動域運動を行った場

合，関節痛が，座位訓練をおこなった場合には疲労

感や殿部痛などの嫌悪刺激が出現していた．加えて，

関節痛の軽減など理学療法効果は得られていなかっ

た．また，介入前は，座位を取っているときにも注

目や賞賛が与えられることはなかった．すなわち，

理学療法へ参加した場合，後続刺激としては弱化や

消去の作用が強かったものと考えられた．そればか

りか，寝ることによって疲労感や関節痛などの嫌悪

刺激は消失するため負の強化（嫌悪刺激がなくなる

ことで行動が増えていくこと）によって臥床する行

動がさらに増えていったものと推察された．

そこで介入では，先行刺激として患者の下肢筋力

水準とそのトレーニング効果について明確なルール

を提示した．後続刺激については，嫌悪刺激である

関節痛を回避するために関節可動域運動は痛みの生

じない範囲に限定した．さらに座位練習時は，疲労

感や殿部痛を回避するため，いつでも自分が疲れた

ときに休んでよいという自己決定の機会を与えた．

また，即時的な強化として，賞賛・注目あるいは座

位時に散歩を行うなどの社会的強化，活動性の強化

を取り入れた．さらに，筋力値や歩行量の推移を記

録することで社会的評価の要素を取り入れた．例え

ば，介入開始後，ベースライン期に比べ急速な筋力

の増加を認めたところで，筋力増強のトレンドや目

標値への接近を理学療法士が指摘し，賞賛した．筋

力の増加が停滞した時期には，歩行が開始できたた

め，歩行距離の増加を新たな強化刺激として利用し

た．その結果，介入前約 ％であった参加率は，介

入後速やかに向上し， 週目には ％になった．

また，大腿部筋肉痛や膝関節痛が出現したにもかか
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図 行動分析学による行動の捉え方（ 分析）

後続刺激 好ましい刺激が与えられれば行動が生じやすくな
る 強化
嫌悪刺激が与えられればその行動は減少する 弱
化
応答がない場合にもその行動は減少する 消去

先行刺激 明確なポジティブルールを示す場合，行動は生じ
やすくなる

図 理学療法における行動随伴性



わらず，参加率は維持されていた．これらの疼痛は，

立位・歩行練習の開始に伴って出現しており，理学

療法との因果関係は明白であった．理学療法へのコ

ンプライアンスが不良であった本症例において介入

前における疼痛の出現は，即訓練の中止につながっ

ていたが，介入後では参加率が減少することは無

かった．嫌悪刺激が出現したにもかかわらず参加行

動が維持されたことについては，今回実施した 明

確な見通しを与えるルールの提示， 注目・賞賛，

散歩，あるいは社会的評価などの後続刺激が理学療

法への参加行動を促進・維持させる上で有効に機能

したことを支持する結果と考えられた．さらに，こ

の時期，立位歩行能力が向上してきており，自己内

在型の強化刺激がこれに加わったものと推察され

た．ルールや注目・賞賛などの社会的強化刺激，社

会的評価が行動を強化する刺激として有効に機能し

た例は，いくつかの医療現場において報告されてき

たが ）） ），理学療法への参加行動を定着させる上

で有効か否かについては検討されてなかった．本研

究結果は，行動分析学的介入が理学療法現場におけ

るコンプライアンス不良な症例に対して広く活用で

きる可能性を示唆するものと思われた．

最後に，今回の症例では介入開始後，筋力増強効

果や立位歩行能力の向上が比較的早期に出現してお

り，これが理学療法への参加行動を促進した可能性

が高い．よって，速やかな回復が得られない症例な

どにおいてもこの介入パッケージが有効に機能する

か否かは今後更に事例を重ねる必要があろう．
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